
東日本大震災後のオフィスニーズとＢＣＰに関する意識調査
～2011年 東京23区オフィスニーズに関する調査【臨時版】～

東北地方太平洋沖地震にて亡くなられた方々のご冥福をお祈りすると共に、被災者の方々、また被

害や影響を蒙られた皆様に心よりお見舞い申し上げます。

森ビル株式会社（東京都港区　代表取締役社長　森稔）は、オフィスマーケットの需要動向を把握す

ることを目的に、2003年より毎年11月に東京23区に本社が立地する主として資本金上位の1万社を対

象に「東京23区オフィスニーズに関する調査｣を実施しております。

この度、東北地方太平洋沖地震が東京23区のオフィスマーケットに与えた影響を把握することを目

的に、本社が東京23区に立地する3,400社を対象に今後の新規賃借予定等のオフィス需要、および事

業継続計画（ＢＣＰ）に関するアンケートを行い、その結果がまとまりましたのでご報告いたします。

■「2011年 東京23区のオフィスニーズ調査（臨時版）」調査要綱

　　調査時点　 　　　　　 ： 2011年4月下旬～5月中旬

　　対象地域（送付先） ： 本社が東京23区に立地する主として資本金上位3,400社

　　回収結果　　　　　　 ： 1,101社（回収率30.9％）

【問合せ先】

森ビル株式会社　　

営業本部　　マーケティング室　　 松本 栄二　　平野 文尉　　諸 黎瑋（ｼｮ　ﾚｲｲ）

東京都港区六本木6丁目10番1号 　六本木ヒルズ森タワー　〒106-6155

TEL 03-6406-6672 / URL  http://www.mori.co.jp

１．東京23区のオフィスニーズへの影響

○ 「新規賃借意向」は「21％」で前回調査に引き続き2割超と堅調

○ 「新規賃借時期」は「1年以内（36％→60％）」が急増し前倒し傾向

○ 「新規賃借理由」は「耐震性能（15％→45％）」が急増し、「賃料」を抜いてトップに

○ 「東京オフィスの重視度」は変わらず、「高くする（6％）」企業も

２．企業の事業継続計画（ＢＣＰ）への影響

○ 震災前は35％だったＢＣＰ策定割合が、震災に伴い8割に倍増する見込み

○ ＢＣＰの内容は「社員の帰宅困難者対応」、「通信の確保」、「入居ビル選定基準」が増加

○ 入居ビル選定基準の内容は「非常用発電機の有無」、「地理特性」が急増し約5割に

 ＜市場動向＞

○ 2010年の供給量(85万㎡)は、3年連続で過去平均(103万㎡) を下回る水準

○ 2011年(153万㎡)と2012年(140万㎡)は過去平均を上回る水準

○ 都心3区の供給割合(57％)は過去10年(75％)と比べ低水準

○ 都心3区は建替割合(66％)が高く、ストック増は供給量の概ね半分程度

＜需要動向＞

○ 2009年の吸収量（新規需要）は31万㎡、2009年末の空室率は5.9％

○ 新規賃借意向が回復し、75％が都心3区での新規賃借を予定

○ 外資系企業と金融保険業の新規賃借意向が旺盛

＜今後の市場動向＞

○ 2010年～12年は吸収量が供給量を上回り、2012年には空室率が5％を下回る見込み

2011年6月27日

※2003～2010年調査は、2011年調査（臨時版）と比較対照する目的で利用

2007年調査

2007年11月

1,465社（回収率14.7％）

調査時点

回収結果

2008年調査

2008年11月

1,532社（回収率15.3％）

2009年調査

2009年11月

1,917社（回収率19.2％）

2010年調査

2010年11月

1,976社（回収率19.8％）

（参考）2007～2010年の「東京23区のオフィスニーズ調査」調査要綱
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新規賃借予定「有り」の割合は、2010年11月に実施した前回調査に引き続き2割超の21％となった

【図1】。新規賃借予定に対する震災の影響を調べたところ、震災を契機に新規賃借の検討を開始し

た割合が4％となり、震災を契機に中止した割合1％を上回る結果となった【図2】。業種別、資本別で

も、前回調査に引き続き、「金融・保険業（24％）」、「外資系（25％）」が高い割合を示した【図3】。

以上のことから、震災後も新規賃借意向は堅調で、震災により早期にオフィスを移転したいという

ニーズが高まったことが伺える。

新規賃借予定時期は、「すみやかに（17％）」を含む「1年以内」が60％となり前回調査（36％）と比

べ大幅に増加し、「2年以内」も含めると76％に達した（前回：56％）【図4】。

オフィス面積の拡大・縮小予定は、前回調査に引き続き「拡大（55％）」が「縮小（17％）」を大幅に

上回った（前回：拡大53％、縮小22％）【図5】。

１．東京23区のオフィスニーズへの影響

１) 新規賃借予定の有無

東日本大震災後のオフィスニーズとＢＣＰに関する意識調査

新規賃借意向は堅調で、新規賃借時期は「1年以内」が急増し前倒し傾向

○ 新規賃借予定「有り」の割合（21％）は前回調査に引き続き2割超（前回：23％）

○ 震災後に新規賃借の検討を開始した割合（4％）が中止した割合（1％）を上回る

○ 新規賃借時期は「すみやかに（17％）」を含む「1年以内（36％→60％）」が急増

○ オフィス面積の「拡大予定（55％）」は前回調査に引き続き5割超（前回：53％）

図1 ： 新規賃借予定の有無

図3 ： 回答企業別の内訳

図2 ： 新規賃借予定に対する震災の影響

（前回調査結果）

図5 ： 新規賃借予定の拡大縮小割合図4 ： 新規賃借予定時期

（前回調査結果）
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ビジネス拠点としての東京オフィスの重視度を調べたところ、「変えない」が92％で、「高くする

（6％）」が「低くする（2％）」を上回った【図6】。

東京23区以外へのオフィス移転を予定している企業は1.7％に留まり、全面移転は0.4％に過ぎな

いことから、東京23区以外への移転は限定的であることが伺える【図7】。

一方で、新規賃借予定「有り」の企業の「都心3区」希望（83％）は前回調査（81％）に引き続き8割

を超えた【図8】。

2) 新規賃借予定の希望エリア

東日本大震災後のオフィスニーズとＢＣＰに関する意識調査

都心3区志向は堅調で、東京23区以外への移転は限定的

○ 東京オフィスの重視度は「高くする（6％）」が「低くする（2％）」を上回る

○ 東京23区以外に全面移転予定の企業は0.4％に留まる

○ 「都心3区」希望（83％）は前回調査に引き続き8割超（前回：81％）

図5 ： 新規賃借予定の拡大縮小割合

図7 ： 東京23区以外に移転する企業の割合

図7 ： 新規賃借予定地

図8 ： 新規賃借予定地

図4 ： 新規賃借予定時期

（前回調査結果）

（前回調査結果）

図6 ： 東京オフィスの重視度



 3 

50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

(％)

15

45

耐
震
性
能
の
優
れ
た
ビ
ル
に
移
り
た
い

10

28

（
ビ
ル
管
理
会
社
の
）
防
災
体
制
・
災
害
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

体
制
の
優
れ
た
ビ
ル
に
移
り
た
い

34
32

立
地
の
良
い
ビ
ル
に
移
り
た
い

27

23

設
備
グ
レ
ー
ド
の
高
い
ビ
ル
に
移
り
た
い

20

26

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
（
防
犯
）
の
優
れ
た
ビ
ル
に
移
り
た
い

8
11

環
境
に
配
慮
し
た
ビ
ル
に
移
り
た
い

22

26

1
フ
ロ
ア
面
積
が
大
き
な
ビ
ル
に
移
り
た
い

43

40

賃
料
や
価
格
の
安
い
ビ
ル
に
移
り
た
い

8 9

オ
ー
ナ
ー
の
信
用
力
が
高
い
ビ
ル
に
移
り
た
い

16 16

企
業
ス
テ
イ
タ
ス
の
向
上
を
図
り
た
い

新
た
な
事
業
展
開
を
図
り
た
い

12 12

新
部
署
設
置
、
業
容
拡
大
、
人
員
増
等
の
た
め

28
30

分
室
が
必
要
で
あ
る
た
め

2 2

支
店
、
営
業
所
を
新
設
す
る
た
め

1 2

事
務
所
を
統
合
す
る
た
め

9

14

一
時
的
な
仮
移
転
の
た
め

1 2

入
居
中
の
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
が
建
て
替
え
る
た
め

6
8

凡例

２０１０年１１月

２０１１年４月

すみやかに
17％

それ以降
24％

２年以内
16％ 1年以内

43％

1年以内すみやかに ２年以内 それ以降

無回答 2％

41％36％

16％ 24％

21％

43％17％

2010年11月

2011年 4月

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

「耐震性能の優れたビルに移りたい（45％）」が大幅に増加してトップとなり、「賃料の安いビルに移

りたい」、「立地の良いビルに移りたい」、「業容・人員拡大」が続く【図9】。また、「防災体制、バック

アップ体制の優れたビルに移りたい（10％→28％）」も増加しており、震災に伴いソフト面を含めた耐

震性能の優れたビルへのニーズが高まったことが伺える。

3) 新規賃借予定の理由

東日本大震災後のオフィスニーズとＢＣＰに関する意識調査

ソフト面を含めた耐震性能の優れたビルへのニーズが高まる

○ 「耐震性能の優れたビルに移りたい（15％→45％）」が急増しトップに

○以下、「賃料の安いビルに移りたい」、「立地の良いビルに移りたい」、「業容・人員拡

大」、「防災体制、バックアップ体制の優れたビルに移りたい」が続く

図9 ： 新規賃借予定理由



 4 

策定していた
380社、35％

策定していなかった
701社、 65％

策定済みであるが
今後改善する
304社、30％

今まで策定しなかったが
今後も策定しない

198社、20％

今まで策定していなかったが
今後策定する
446社、44％

策定済みの計画を
継続する
63社、6％

89 89

従
業
員
の
安
否
確
認
方
法

67
70

従
業
員
へ
の
震
災
備
蓄
用
品
配
布

65 63

情
報
シ
ス
テ
ム
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
方
法

53

63

通
信
の
確
保

47
43

広
域
避
難
場
所
等
へ
の
避
難
方
法

44
40

ビ
ル
管
理
会
社
と
の
連
携

43 44

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
オ
フ
ィ
ス
の
設
置

43

75

従
業
員
の
帰
宅
困
難
者
対
応
方
法

35

26

U
P
S
（
無
停
電
電
源
装
置
）

26

32

入
居
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
の
選
定
基
準

2

8

そ
の
他

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

(％)

凡例

震災前

震災後

1年以内すみやかに ２年以内 それ以降

無回答 2％

41％36％

16％ 24％

21％

43％17％

2010年11月

2011年 4月

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

震災前にＢＣＰを策定していた企業は35％に留まった【図10】。一方で、震災を契機にＢＣＰを策定

する企業が44％にのぼり【図11】、震災に伴いＢＣＰ策定割合が8割に増加する見込みで、震災に伴

い企業の事業継続性への関心の高まったことが伺える。

2．企業の事業継続計画（ＢＣＰ）への影響

１) ＢＣＰ策定割合

東日本大震災後のオフィスニーズとＢＣＰに関する意識調査

○ 震災前は35％だったＢＣＰ策定割合が、震災に伴い8割に倍増する見込み

トップ3は、「社員の安否確認（89％）」、「社員の帰宅困難者対応（75％）」、「社員用備蓄品

（70％）」と社員に関わる内容が占めた【図12】。

震災前と震災後とを比較すると、「社員の帰宅困難者対応（43％→75％）」が急増したのをはじめ、

「通信の確保（53％→63％）」、「入居ビル選定基準（26％→32％）」が増加した。

2) ＢＣＰの内容

○ トップ3は「社員の安否確認」、「社員の帰宅困難者対応」、「社員用備蓄品」

○ 震災前後で「従業員の帰宅困難者対応」、「通信の確保」、「入居ビル選定基準」が増加

図10 ： 震災前のＢＣＰ策定状況

図12 ： ＢＣＰの内容

図11 ： 震災後のＢＣＰ策定予定
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東日本大震災後のオフィスニーズとＢＣＰに関する意識調査

トップは「ビルの耐震性能（92％）」で、以下「ビル管理会社の防災体制（55％）」、「非常用発電機

の有無（51％）」、「地理特性（49％）」が約5割で続く【図13】。

震災前と震災後とを比較すると、「非常用発電機の有無（38％→51％）」、「地理特性（28％→

49％）」が急増し、震災に伴い事業継続性という観点で入居ビルを選別する傾向が高まっていくもの

と思われる。

3) ＢＣＰの入居ビル選定基準

○ トップは「ビルの耐震性能」で「ビル管理会社の防災体制」、「非常用発電機の有無」、     

「地理特性」が続く

○ 震災前後で「非常用発電機の有無（38％→51％）」、「地理特性（28％→49％）」が急増

図13 ： 入居ビル選定基準の内容


